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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）最近３中間連結会計期間及び最近２連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

 （注） 売上高には消費税等は含まれておりません。 

回次 第11期中 第12期中 第13期中 第11期 第12期 

会計期間 
自 平成16年３月１日

至 平成16年８月31日

自 平成17年３月１日

至 平成17年８月31日

自 平成18年３月１日

至 平成18年８月31日

自 平成16年３月１日 

至 平成17年２月28日 

自 平成17年３月１日

至 平成18年２月28日

売上高 （百万円） 66,154 86,783 87,999 156,696 182,649 

経常利益 （百万円） 3,907 3,463 4,414 10,219 9,382 

中間（当期）純利益 （百万円） 2,192 1,633 3,320 5,652 4,421 

純資産額 （百万円） 16,605 15,311 16,745 16,143 16,011 

総資産額 （百万円） 27,232 34,336 40,381 34,529 38,812 

１株当たり純資産額 （円） 1,636.74 1,539.49 1,680.60 1,603.84 1,623.01 

１株当たり中間（当期）

純利益 
（円） 216.18 163.07 339.56 548.86 435.61 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益 
（円） 210.04 161.08 337.56 537.88 431.1 

自己資本比率 （％） 61.0 44.6 40.6 46.7 41.3 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） 834 1,261 2,564 2,724 4,442 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） △2,283 △2,844 △3,223 △5,791 △6,385 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） △875 1,886 348 △1,427 1,029 

現金及び現金同等物の中

間期末（期末）残高 
（百万円） 6,300 4,599 3,064 4,130 3,374 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数) 
（名） 

1,936 

(307) 

2,261 

(461) 

2,136 

(294) 

2,013 

(351) 

2,126 

(367) 



(2）提出会社の最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

 （注） 売上高には消費税等は含まれておりません。 

回次 第11期中 第12期中 第13期中 第11期 第12期 

会計期間 
自 平成16年３月１日

至 平成16年８月31日

自 平成17年３月１日

至 平成17年８月31日

自 平成18年３月１日

至 平成18年８月31日

自 平成16年３月１日 

至 平成17年２月28日 

自 平成17年３月１日

至 平成18年２月28日

売上高 （百万円） 62,122 80,486 80,061 147,486 169,735 

経常利益 （百万円） 3,539 3,819 4,273 9,584 10,135 

中間（当期）純利益 （百万円） 2,004 2,085 2,272 5,259 5,320 

資本金 （百万円） 3,962 4,157 4,157 4,139 4,157 

発行済株式総数 （千株） 10,562 10,688 10,688 10,677 10,688 

純資産額 （百万円） 15,994 14,946 15,419 15,327 16,094 

総資産額 （百万円） 25,142 30,341 35,342 29,285 35,697 

１株当たり純資産額 （円） 1,576.52 1,502.82 1,581.83 1,522.30 1,631.46 

１株当たり中間（当期）

純利益 
（円） 197.62 208.14 232.40 510.03 525.75 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益 
（円） 192.01 205.60 231.03 499.82 520.3 

１株当たり中間（年間）

配当額 
（円） 57.50 79.00 81.00 157.50 162.00 

自己資本比率 （％） 63.6 49.3 43.6 52.3 45.0 

従業員数 

(外、平均臨時従業員数) 
（名） 

1,903 

(301) 

2,182 

(424) 

1,960 

(244) 

1,974 

(347) 

2,032 

(359) 



２【事業の内容】 

(1) 事業内容の重要な変更 

 当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。 

(2) 主要な関係会社の異動 

 重要な関係会社の異動については ３ [関係会社の状況］に記載のとおりであります。 

３【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。 

 （注）１．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２．議決権の所有割合欄の（内書）は、間接所有割合であります。 

名称 住所 
資本金 
（百万円） 

主要な事業内容 
議決権の所有
割合又は被所
有割合（％） 

関係内容 

(連結子会社) 

有限会社テイクオフ   
東京都新宿区  12 その他の事業  

54.16 

(54.16) 
役員の兼任３名 

(関連会社)  

UG Powers株式会社  
愛知県東海市 10 中古車販売事業  50.00 役員の兼任２名 



４【従業員の状況】 

(1）連結会社における状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当中間連結会計期間の平均雇用人員であります。 

３ 「事業の種類別セグメントの名称」欄の全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメント

に区分できない管理部門に所属しているものであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人員であります。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好であります。 

  平成18年８月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名） 

中古車販売事業 1,725(207) 

その他の事業 268 (53) 

全社（共通） 143 (34)  

合計 2,136(294)  

  平成18年８月31日現在

従業員数（名）  1,960(244) 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 車の買取と販売を行うガリバー店舗の店舗数は、直営店278店舗（前中間期末比14店舗増、前期末比増減な

し）、加盟店194店舗（前中間期末比36店舗減、前期末比23店舗減）、合計472店舗（前中間期末比22店舗減、前期

末比23店舗減）となりました。直営店につきましては、当中間連結会計期間において一部の店舗のクローズを行い

ましたが、順調に新規出店を継続しております。当中間連結会計期間におきましては、前年同期と比べ投下する広

告宣伝を抑制し、効率的なマーケティング活動を実践しました。また、人材面の課題に取り組むべく、営業組織体

制の変更、人材育成の強化などを実施しております。このような効率重視の施策のもと、直営店における取り扱い

台数は、前年同期並の水準を維持しました。なお、加盟店につきましては、店舗数は減少しておりますが、概ね計

画通りに推移しており、また、各店舗の取り扱い台数は堅調に推移しております。 

 ガリバー店舗で買い取った車両は平均1週間～10日間という短期間の間に、①日本全国のオークション会場、②

画像販売システム「ドルフィネットシステム」、③中古車事業者向けのインターネットを使用した完全リアルタイ

ムオートオークション「GAO！Auction（ガオー！オークション）」などの販路を経て販売しますが、いずれの販売

台数も堅調に推移しております。 

 当社の連結対象となる子会社は合計８社あります。中古トラック・バス、建設機械等の買取と販売並びに輸出を

行う株式会社ジー・トレーディングの経営の状況につきましては、車両販売台数は順調に増加したものの、収益は

前年同期を下回る結果となりました。また、オートローンの販売など金融事業を行う株式会社ジー・ワンファイナ

ンシャルサービスはオートローン件数を増加させるなど、着実に事業基盤を拡張しております。なお、オートロー

ン収益に係る会計処理の変更を行ったことに伴い、特別利益が1,164百万円計上されています。 

 以上の結果、当中間連結会計期間の業績は、売上高87,999百万円と前年同期と比べ1,215百万円（1.4％）増、営

業利益4,463百万円と前年同期と比べ972百万円（27.8％）増、経常利益4,414百万円と前年同期と比べ950百万円

（27.4％）増、中間純利益3,320百万円と前年同期と比べ1,686百万円（103.2％）増となりました。 



 セグメント別の業績は次のとおりであります。 

［中古車販売事業］ 

 効率重視の施策のもと、直営店における取り扱い台数は、前年同期並の水準となる一方、車両1台当たりの販

売単価及び粗利額は増加しました。また、人件費や広告宣伝費などの販管費を削減しました。 

 結果として、売上高が83,652百万円と前年同期に比べ1,084百万円（1.3％）増、営業利益が6,422百万円と前

年同期に比べ1,544百万円（31.6％）増となりました。 

［その他の事業］ 

 前年同期と比べガリバー加盟店の店舗数が減少したため、ガリバー加盟店から得る収益は減少しました。一

方、オートローン収益に係る会計基準の変更等に伴い、金融事業における収益は増加しました。 

結果として、売上高が4,347百万円と前年同期に比べ131百万円（3.1％）増、営業利益が617百万円と前年同期

に比べ157百万円（20.2％）減となりました。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当中間連結会計期間のキャッシュ・フローは、営業活動及び財務活動によるキャッシュ・フローがプラスとなる

一方、投資活動によるキャッシュ・フローがマイナスとなり、全体では310百万円のマイナスとなりました。当中

間連結会計期間末の現金及び現金同等物の残高は、3,064百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は2,564百万円（前年同期比103％増）

となりました。 

 主な内訳は税金等調整前中間純利益5,291百万円、売上債権の増減額211百万円、仕入債務の増減額△1,087百

万円、法人税等の支払額△1,700百万円等であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果支出した資金は、3,223百万円（前年同期は2,844百万円の支出）となりました。これは主に直

営店舗の新規出店及び社内システムの整備に伴う支出によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果得られた資金は、348百万円（前年同期比81％減）となりました。これは主に短期借入金の増

加による収入2,730百万円と自己株式取得による支出2,079百万円の差額によるものであります。 

（注）上記金額には消費税等は含まれておりません。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）仕入実績 

 当中間連結会計期間における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

(2）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合。 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課

題はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

事業の種類別セグメントの名称 

当中間連結会計期間 
自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日 前年同期比（％） 

金額（百万円） 

中古車販売事業 65,352 0.7 

その他の事業 2,469 62.1 

合計 67,822 2.2 

事業の種類別セグメントの名称 

当中間連結会計期間 
自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日 前年同期比（％） 

金額（百万円） 

中古車販売事業 83,652 1.3 

その他の事業 4,347 3.1 

合計 87,999 1.4 

相手先 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

販売高（百万円） 割合（％） 販売高（百万円） 割合（％） 

株式会社 ユー・エス・エス 17,271 19.9 28,606 32.5 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

(1）提出会社 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

(2）国内子会社 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1）重要な設備計画の変更 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要な

変更はありません。 

 また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

(2）重要な設備計画の完了 

 前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了したものは、次のとおりでありま

す。 

 （注）１ 投資額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 事業用設備の投資額には、移転による新規設置投資額が含まれております。 

３ 完了年月については、多岐に渡るため記載を省略しております。 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セグメ
ントの名称 

設備の内容 
投資額 
（百万円） 

提出会社  

中古車販売事業所  中古車販売事業  
事業用設備 1,218 

ソフトウェア  26 

本社  全社  本社用設備  84 

本社  全社  ソフトウェア  57 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 40,000,000 

計 40,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年８月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年11月28日） 

上場証券取引所名
又は登録証券業協
会名 

内容 

普通株式 10,688,800 10,688,800 
東京証券取引所 

（市場第一部） 

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら

限定のない当社にお

ける標準となる株式 

計 10,688,800 10,688,800 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

① 新株予約権 

 （注）１ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。 

２ 当社が株式分割又は株式併合を行う場合、当社は次の算式により目的たる株式の数を調整する。ただし、かかる調整は新株予約権

のうち当該時点で行使されていない新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行い、調整の結果生じる１株未満の端数を切り捨

てる。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割又は併合の比率 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設併合を行い新株予約権が承継される場合、当社が他社と株式交換を行い完全親会社とな

る場合、又は当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は目的たる株式の数を調整することができる。 

３ 当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、当社が他社と株式交換を行い完全親会社とな

る場合、又は当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は払込みをすべき金額を調整することができる。 

株主総会の特別決議日（平成15年５月21日） 

 
中間会計期間末現在 

（平成18年８月31日） 

提出日の前月末現在 

（平成18年10月31日） 

新株予約権の数（個） 386（注）１ 386（注）１ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 38,600（注）２ 38,600（注）２ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり12,060円（注）３ 同左（注）３ 

新株予約権の行使期間 平成18年７月１日～平成21年６月30日 同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 12,060

資本組入額 6,030
同左 

新株予約権の行使の条件 

(1）新株予約権者の相続人による新株

予約権の行使は認める。 

(2）新株予約権者は、一度の手続にお

いて新株予約権の全部又は一部を

行使することができる。ただし、

当社の１単元未満の株式を目的と

する新株予約権の行使は認められ

ない。 

(3）その他の新株予約権の行使の条件

は、本総会以後に開催される取締

役会の決議に基づき、当社と対象

取締役及び使用人との間で締結す

る新株予約権付与契約に定めると

ころによる。 

(4）当社が消滅会社となる合併契約書

が株主総会で承認されたとき、当

社が完全子会社となる株式交換契

約書承認の議案又は株式移転の議

案につき株主総会で承認されたと

きは、当社は新株予約権を無償で

消却することができる。 

(5）新株予約権の行使の条件に該当し

なくなったため、新株予約権者の

保有する新株予約権の全部又は一

部につき、行使できないものが生

じたときは、当社は当該新株予約

権を無償で消却することができ

る。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには取締役会の

承認を要する。 
同左 

代用払込みに関する事項   ―  ― 

調整後払込金額＝調整前払込金額× 
１ 

分割・併合の比率 



 （注）１ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、10株であります。 

２ 当社が株式分割又は株式併合を行う場合、当社は次の算式により目的たる株式の数を調整する。ただし、かかる調整は新株予約

権のうち当該時点で行使されていない新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行い、調整の結果生じる１株未満の端数を切

り捨てる。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割又は併合の比率 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設併合を行い新株予約権が承継される場合、当社が他社と株式交換を行い完全親会社と

なる場合、又は当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は目的たる株式の数を調整することができる。 

３ 当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、当社が他社と株式交換を行い完全親会社と

なる場合、又は当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は払込みをすべき金額を調整することができる。 

株主総会の特別決議日（平成16年５月26日） 

 
中間会計期間末現在 

（平成18年８月31日） 

提出日の前月末現在 

（平成18年10月31日） 

新株予約権の数（個） 1,910（注）１ 1,910（注）１ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 19,100（注）２ 19,100（注）２ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり15,320円（注）３ 同左（注）３ 

新株予約権の行使期間 平成21年５月１日～平成24年４月30日 同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 15,320

資本組入額 7,660
同左 

新株予約権の行使の条件 

(1）新株予約権者の相続人による新株

予約権の行使は認める。 

(2）新株予約権者は、一度の手続にお

いて新株予約権の全部又は一部を

行使することができる。ただし、

当社の１単元未満の株式を目的と

する新株予約権の行使は認められ

ない。 

(3）その他の新株予約権の行使の条件

は、本総会以後に開催される取締

役会の決議に基づき、当社と対象

取締役及び使用人との間で締結す

る新株予約権付与契約に定めると

ころによる。 

(4）当社が消滅会社となる合併契約書

が株主総会で承認されたとき、当

社が完全子会社となる株式交換契

約書承認の議案又は株式移転の議

案につき株主総会で承認されたと

きは、当社は新株予約権を無償で

消却することができる。 

(5）新株予約権の行使の条件に該当し

なくなったため、新株予約権者の

保有する新株予約権の全部又は一

部につき、行使できないものが生

じたときは、当社は当該新株予約

権を無償で消却することができ

る。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには取締役会の

承認を要する。 
同左 

代用払込みに関する事項  ― ― 

調整後払込金額＝調整前払込金額× 
１ 

分割・併合の比率 



(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(4）【大株主の状況】 

 （注）１ 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

２ 上記のほか当社所有の自己株式 941千株（8.80％）があります。 

年月日 
発行済株式
総数増減数 
（千株） 

発行済株式総数
残高（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増減
額（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成18年３月１日～ 

平成18年８月31日 
― 10,688 ― 4,157 ― 4,032 

  平成18年８月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社フォワード 東京都港区元麻布一丁目３番１－1105号 2,800 26.19 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町二丁目11番３号 973 9.11 

羽 鳥 裕 介 東京都港区 846 7.91 

羽 鳥 貴 夫 東京都港区 846 7.91 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海一丁目８番11号 328 3.06 

羽 鳥 兼 市 東京都港区 323 3.02 

バンク オブ ニューヨーク 

ジーシーエム クライアント

アカウンツ イー アイエス

ジー（常任代理人 株式会社

東京三菱銀行カストデイ業務

部） 

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET 

LONDON EC4A 2BB.UNITED KINGDOM 

（東京都千代田区丸の内二丁目７番１号） 

323 3.02 

日本生命保険相互会社（特別

勘定年金口） 
東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 263 2.46 

ゴールドマン・サックス・イ

ンターナショナル（常任代理

人 ゴールドマン・サックス

証券会社東京支店） 

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB 

UNITED KINGDOM  

（東京都港区六本木六丁目10番１号 六本木

ヒルズタワー） 

160 1.49 

ザ バンク オブ ニューヨ

ーク トリーティー ジヤス

デツク アカウント（常任代

理人 株式会社東京三菱銀行

カストデイ業務部） 

GLOBALCUSTODY, 32ND FLOOR ONE WALL 

STREET, NEW YORK NY 10286, U.S.A 

（東京都千代田区丸の内二丁目７番１号） 

155 1.45 

計 － 7,020 65.68 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 973千株 

日本トラステイ・サービス信託銀行株式会社 328千株 

  



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１ 「完全議決権株式（その他）」欄の「株式数」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が4,490株含まれて

おります。なお、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数は含まれておりま

せん。 

２ 単元未満株式には当社所有の自己株式3株が含まれております。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成18年８月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式  941,190 
― 

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式 9,747,410  974,292 同上 

単元未満株式 普通株式    200 ― 同上 

発行済株式総数 10,688,800  ― ― 

総株主の議決権 ― 974,292 ― 

  平成18年８月31日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 

株式会社ガリバー

インターナショナ

ル 

東京都千代田区丸

の内二丁目７番３

号 東京ビル 

941,190 ― 941,190 8.80 

計 ― 941,190 ―  941,190  8.80 

月別 平成18年３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 

最高（円） 14,440 15,090 14,800 13,300 10,680 9,900 

最低（円） 12,610 13,800 12,500 9,760 8,930 8,230 



第５【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間（平成17年３月１日から平成17年８月31日まで）については、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項の

ただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

また、前中間連結会計期間（平成17年３月１日から平成17年８月31日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成18年３月１日から平成18年８月31日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

 ただし、当中間連結会計期間（平成18年３月１日から平成18年８月31日まで）は、「財務諸表等の監査証明に関

する内閣府令等の一部を改正する内閣府令」（平成18年４月26日内閣府令第56号）附則第２項により、改正前の中

間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間（平成17年３月１日から平成17年８月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただ

し書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。  

また、前中間会計期間（平成17年３月１日から平成17年８月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年３月１日から平成18年８月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。  

 ただし、当中間会計期間（平成18年３月１日から平成18年８月31日まで）は、「財務諸表等の監査証明に関する

内閣府令等の一部を改正する内閣府令」（平成18年４月26日内閣府令第56号）附則第２項により、改正前の中間財

務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年３月１日から平成17年８月31日

まで）及び前中間会計期間（平成17年３月１日から平成17年８月31日まで）並びに当中間連結会計期間（平成18年３

月１日から平成18年８月31日まで）及び当中間会計期間（平成18年３月１日から平成18年８月31日まで）の中間連結

財務諸表及び中間財務諸表について、優成監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年８月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金     4,599 3,064   3,374 

２ 売掛金     6,848 10,886   11,180 

３ 有価証券     ― ―   100 

４ たな卸資産     5,621 4,811   4,659 

５ 繰延税金資産     457 695   468 

６ その他     2,038 2,745   1,393 

７ 貸倒引当金     △53 △88   △84 

流動資産合計     19,512 56.8 22,114 54.8   21,091 54.4

Ⅱ 固定資産           

(1）有形固定資産 ※１         

１ 建物及び構築物   5,756   7,494 6,812   

２ 工具器具備品   1,227   1,504 1,689   

３ 土地   327   327 327   

４ その他   210 7,521 21.9 175 9,500 23.5 415 9,244 23.8

(2）無形固定資産           

１ ソフトウェア   2,681   2,456 2,719   

２ その他   99 2,781 8.1 139 2,596 6.4 121 2,841 7.3

(3）投資その他の資産           

１ 投資有価証券   270   98 199   

２ 敷金・保証金   2,365   3,340 3,052   

３ 建設協力金   1,432   2,206 1,890   

４ 繰延税金資産   104   150 111   

５ その他   668   745 751   

６ 貸倒引当金   △320 4,521 13.2 △372 6,170 15.3 △371 5,633 14.5

固定資産合計     14,824 43.2 18,267 45.2   17,720 45.6

資産合計     34,336 100.0 40,381 100.0   38,812 100.0 

            

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年８月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 買掛金     2,993 2,512   3,501 

２ 短期借入金     8,250 12,230   9,350 

３ 未払金     2,258 2,504   4,156 

４ 未払法人税等     1,556 2,229   1,867 

５ 預り金     703 540   462 

６ 賞与引当金     576 899   532 

７ その他     1,698 1,321   1,678 

流動負債合計     18,036 52.5 22,238 55.1   21,549 55.5

Ⅱ 固定負債           

１ 長期借入金     ― 603   304 

２ 預り保証金     643 793   594 

固定負債合計     643 1.9 1,397 3.4   898 2.3

負債合計     18,680 54.4 23,636 58.5   22,448 57.8

（少数株主持分）           

少数株主持分     345 1.0 ― ―   352 0.9

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     4,157 12.1 ― ―   4,157 10.7

Ⅱ 資本剰余金     4,032 11.8 ― ―   4,032 10.4

Ⅲ 利益剰余金     14,040 40.9 ― ―   15,822 40.8

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    50 0.1 ― ―   67 0.2

Ⅴ 為替換算調整勘定     △0 △0.0 ― ―   △0 △0.0

Ⅵ 自己株式     △6,969 △20.3 ― ―   △8,067 △20.8

資本合計     15,311 44.6 ― ―   16,011 41.3

負債、少数株主持分
及び資本合計 

    34,336 100.0 ― ―   38,812 100.0 

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本                  

１ 資本金    － －  4,157 10.3  － － 

２ 資本剰余金    － －  4,032 10.0  － － 

３ 利益剰余金    － －  18,060 44.7  － － 

４ 自己株式    － －  △9,873 △24.4  － － 

株主資本合計    － －  16,376 40.6  － － 

Ⅱ 評価・換算差額等                  

１ その他有価証券評価
差額金 

   － －  7 0.0  － － 

２ 為替換算調整勘定    － －  △1 △0.0  － － 

評価・換算差額等合計    － －  5 0.0  － － 

Ⅲ 少数株主持分    － －  363 0.9  － － 

純資産合計    － －  16,745 41.5  － － 

負債純資産合計    － －  40,381 100.0  － － 

        



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     86,783 100.0 87,999 100.0   182,649 100.0 

Ⅱ 売上原価     66,359 76.5 67,822 77.1   139,371 76.3

売上総利益     20,424 23.5 20,177 22.9   43,278 23.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   16,934 19.5 15,714 17.8   33,855 18.5

営業利益     3,490 4.0 4,463 5.1   9,423 5.2

Ⅳ 営業外収益          

１ 受取利息   1  1 1   

２ 受取配当金   0  0 0   

３ 受取手数料   3  4 16   

４ 受取支援金   ―  11 ―   

５ その他   34 38 0.1 21 39 0.0 103 120 0.1

Ⅴ 営業外費用          

１ 支払利息   14  24 31   

２ 新株発行費   5  ― 5   

３ 株式交付費   ―  7 ―   

４ 貸倒引当金繰入額   ―  ― 35   

５ 解約違約金   7  1 9   

６ 投資組合評価損    3  ― 2   

７ その他   34 65 0.1 54 88 0.1 77 161 0.1

経常利益     3,463 4.0 4,414 5.0   9,382 5.2

Ⅵ 特別利益          

１ 固定資産売却益 ※２ ―  ― 3   

２ 投資有価証券売却益    45  ― 45   

３ 保険差益   2  ― 6   

４ 貸倒引当金戻入益   24  3 ―   

５ 割賦利益繰延取崩額    ―  1,164 ―   

６ その他    1 73 0.1 ― 1,168 1.3 1 56 0.0

Ⅶ 特別損失          

１ 固定資産除却損 ※３ 162  291 879   

２ 保険契約解約損   119 281 0.3 ― 291 0.3 121 1,001 0.6

税金等調整前中間
（当期）純利益 

    3,255 3.8 5,291 6.0   8,437 4.6

法人税、住民税及び
事業税 

  1,522  2,183 3,935   

法人税等調整額   95 1,618 1.9 △225 1,957 2.2 66 4,002 2.2

少数株主利益     3 0.0 13 0.0   14 0.0

中間（当期）純利益     1,633 1.9 3,320 3.8   4,421 2.4

           



③【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

中間連結剰余金計算書 

    
前中間連結会計期間 

 （自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度 
 （自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）           

Ⅰ 資本剰余金期首残高     4,014   4,014 

Ⅱ 資本剰余金増加高           

１ 増資による新株発行   17 17 17 17 

Ⅲ 資本剰余金中間期末（期末）
残高 

    4,032   4,032 

（利益剰余金の部）           

Ⅰ 利益剰余金期首残高     13,668   13,668 

Ⅱ 利益剰余金増加高           

１ 中間（当期）純利益   1,633 1,633 4,421 4,421 

Ⅲ 利益剰余金減少高           

１ 配当金   1,000   1,786   

２ 役員賞与   94   94   

３ 自己株式処分差損   167   387   

４ 新規連結に伴う利益剰余金
減少高 

  0 1,262 0 2,267 

Ⅳ 利益剰余金中間期末（期
末）残高 

    14,040   15,822 

            



中間連結株主資本等変動計算書 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

 平成18年２月28日 残高 (百万円) 4,157 4,032 15,822 △8,067 15,944 

 中間連結会計期間変動額      

 剰余金の配当    △818   △818 

 利益処分による役員賞与     △73   △73 

 中間純利益     3,320   3,320 

 自己株式の取得       △2,079 △2,079 

 自己株式の処分     △190 273 83 

 株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額 
― ― ― ― ― 

 中間連結会計期間中の変動額合計 

                        (百万円) 
― ― 2,237 △1,805 431 

 平成18年８月31日 残高 (百万円) 4,157 4,032 18,060 △9,873 16,376 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 その他有価証券評価

差額金 

為替換算 

調整勘定 

評価・換算 

差額等合計 

 平成18年２月28日 残高  (百万円) 67 △0 67 352 16,364 

 中間連結会計期間変動額      

 剰余金の配当      △818 

 利益処分による役員賞与     △73 

 中間純利益     3,320 

 自己株式の取得     △2,079 

 自己株式の処分     83 

 株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額 
△59 △1 △61 11 △50 

 中間連結会計期間中の変動額合計  

                       (百万円) 
△59 △1 △61 11 381 

 平成18年８月31日 残高  (百万円) 7 △1 5 363 16,745 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日）

当中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日）

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書 
 （自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

区分 注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー         

税金等調整前中間（当期）純利益   3,255 5,291 8,437 

減価償却費   890 1,087 2,061 

賞与引当金の増減額   56 377 2 

貸倒引当金の増減額（△減少額）   △26 5 47 

受取利息及び受取配当金   △1 △2 △1 

支払利息   14 24 28 

新株発行費   5 ― 5 

株式交付費   ― 7 ― 

固定資産売却益   ― ― △3 

固定資産除却損   162 291 879 

投資有価証券売却益   △45 ― △45 

役員賞与の支払額   △94 △73 △94 

売上債権の増減額（△増加額）   3,871 211 △660 

たな卸資産の増減額   △958 △73 △17 

仕入債務の増減額   △2,334 △1,087 △1,079 

営業貸付金の増減額（△増加額）   ― △734 ― 

未払消費税等の増減額（△減少額）   54 △294 328 

その他   △875 △742 △549 

小計   3,976 4,288 9,339 

利息及び配当金の受取額   0 1 1 

利息の支払額   △13 △24 △26 

法人税等の支払額   △2,701 △1,700 △4,871 

営業活動によるキャッシュ・フロー   1,261 2,564 4,442 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー         

投資有価証券の売却及び償還による収入    212 100 212 

有形固定資産の取得による支出   △1,092 △2,494 △3,032 

有形固定資産の売却による収入   0 0 7 

無形固定資産の取得による支出   △1,013 △184 △1,558 

関係会社株式取得による支出   △10 △5 ― 

貸付けによる支出   △3 △44 △492 

貸付金の回収による収入   12 14 577 

短期貸付金の増減額（△増加額）   8 ― △130 

敷金・保証金等の増減額   △949 △615 △2,096 

営業譲受けによる収入   ― ― 127 

その他   △8 5 1 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △2,844 △3,223 △6,385 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー         

短期借入金の純増減額   4,300 2,730 5,687 

長期借入金返済による支出   ― △54 △340 

長期借入れによる収入   ― 500 200 

自己株式の取得による支出   △1,545 △2,079 △2,974 

自己株式の売却による収入   98 83 209 

新株発行による支出   ― △7 △5 

新株発行による収入   30 ― 35 

配当金の支払額   △1,000 △818 △1,786 

少数株主に対する配当金の支払額   ― △5 ― 

少数株主からの払込による収入   3 ― 3 

財務活動によるキャッシュ・フロー   1,886 348 1,029 

Ⅳ  現金及び現金同等物に係る換算差額   △0 0 1 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（△減少額）   304 △310 △913 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   4,295 3,374 4,130 

Ⅶ 連結範囲変更に伴う現金及び現金同等物の
増加額 

  ― ― 155 

Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高   4,599 3,064 3,374 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

１ 連結の範囲に関する事

項 

(1）連結子会社の数 ６社 

株式会社ジー・トレーディング

株式会社ジー・ワンファイナン

シャルサービス 

Gulliver Europe Ltd. 

株式会社ハコボー  

Samurai Motors Co.   

株式会社ジー・バス販売 

(連結範囲の変更）  

 上記のうち、株式会社ハコボー

は、当中間連結会計期間におい

て重要性が増したため、連結の

範囲に含めております。 

 なお、Samurai Motors Co.及び

株式会社ジー・バス販売につい

ては、当中間連結会計期間にお

いて新たに設立したため、連結

の範囲に含んでおります。 

(1）連結子会社の数 ８社 

株式会社ジー・トレーディング

株式会社ジー・ワンファイナン

シャルサービス 

Gulliver Europe Ltd. 

株式会社ハコボー  

Samurai Motors Co.   

株式会社ジー・バス販売 

株式会社カーブロス 

有限会社テイクオフ  

(連結範囲の変更）  

 上記のうち、有限会社テイクオ

フは、当中間連結会計期間にお

いて新たに株式を取得して子会

社となったことから、連結の範

囲に含んでおります。 

(1）連結子会社の数 ７社 

株式会社ジー・トレーディング 

株式会社ジー・ワンファイナン

シャルサービス 

Gulliver Europe Ltd. 

株式会社ハコボー  

Samurai Motors Co.   

株式会社ジー・バス販売 

株式会社カーブロス 

(連結範囲の変更）  

 上記のうち、株式会社ハコボー

は、当連結会計年度において重要

性が増したため、連結の範囲に含

めております。 

 なお、Samurai Motors Co.及び

株式会社ジー・バス販売並びに株

式会社カーブロスについては、当

連結会計年度において新たに設立

したため、連結の範囲に含んでお

ります。 

 (2）非連結子会社名 

Gulliver USA Inc. 

株式会社カーブロス 

(2）非連結子会社名 

Gulliver USA Inc. 

  

(2）非連結子会社名 

 Gulliver USA Inc. 

 連結範囲から除いた理由 

非連結子会社Gulliver USA Inc.

及び㈱カーブロスは、小規模であ

り、合計の総資産、売上高、中間

純損益、及び利益剰余金（持分に

見合う額）等は、いずれも中間連

結財務諸表に重要な影響を及ぼし

ていないためであります。 

連結範囲から除いた理由 

非連結子会社Gulliver USA Inc.

は、小規模であり、合計の総資

産、売上高、中間純損益、及び利

益剰余金（持分に見合う額）等

は、いずれも中間連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしていないため

であります。 

連結範囲から除いた理由 

非連結子社Gulliver USA Inc.

は、小規模であり、合計の総資産、

売上高、当期純損益、及び利益剰余

金（持分に見合う額）等は、いずれ

も連結財務諸表に重要な影響を及ぼ

していないためであります。 

２ 持分法の適用に関する

事項 

持分法を適用しない非連結子会社及

び関連会社の名称 

Gulliver USA Inc. 

株式会社カーブロス 

持分法を適用しない非連結子会社及

び関連会社の名称 

Gulliver USA Inc. 

UG Powers株式会社   

持分法を適用しない非連結子会社及び

関連会社の名称 

Gulliver USA Inc. 

 持分法を適用しない理由 

 持分法非適用会社は、中間純損益

及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽

微であり、かつ全体としても重要性

がないため、持分法の適用から除外

しております。 

持分法を適用しない理由 

同左 

持分法を適用しない理由 

 持分法非適用会社は、当期純損益及

び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ全体としても重要性がない

ため、持分法の適用から除外しており

ます。 

３ 連結子会社の（中間）

決算日等に関する事項 

 連結子会社のうち、中間決算日が

中間連結決算日（８月31日）と異な

る会社はGulliver Europe Ltd.及びS

amurai Motors Co.（６月30日）であ

ります。中間連結財務諸表の作成に

あたっては、決算日の差異が３ヶ月

を超えないので、当該子会社の中間

決算財務諸表を基礎として連結して

おります。中間決算日との間に生じ

た重要な取引については、連結上必

要な調整を行っております。 

連結子会社のうち、中間決算日が

中間連結決算日（８月31日）と異な

る会社はGulliver Europe Ltd.及び

Samurai Motors Co.（６月30日）並

びに有限会社テイクオフ（２月末

日）であります。中間連結財務諸表

の作成にあたっては、Gulliver Ero

pe Ltd.及びSamurai Motors Co.は

決算日の差異が３ヶ月を超えないの

で、当該子会社の中間決算財務諸表

を基礎として連結しております。中

間決算日との間に生じた重要な取引

については、連結上必要な調整を行

っております。有限会社テイクオフ

は決算日の差異が３ヶ月を超えるた

め連結決算日に実施した仮決算に基

づく財務諸表を基礎として連結して

おります。 

 連結子会社のうち、決算日が連結決

算日（２月末日）と異なる会社はGull

iver Europe Ltd.及びSamurai Motor

s Co.（12月31日）であります。連結

財務諸表の作成にあたっては、決算日

の差異が３ヶ月を超えないので、当該

子会社の決算財務諸表を基礎として連

結しております。連結決算日との間に

生じた重要な取引については、連結上

必要な調整を行っております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

４ 会計処理基準に関する

事項 

      

(1）重要な資産の評価基

準及び評価方法 

① 有価証券 

イ 満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

① 有価証券 

イ 満期保有目的の債券 

同左 

① 有価証券 

イ 満期保有目的の債券 

同左 

 ロ その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は、

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

ロ その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は、

全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

ロ その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は、全部資本

直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定） 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 ハ 子会社株式 

移動平均法による原価法 

ハ 子会社株式 

同左 

ハ 子会社株式 

同左 

 ② デリバティブ 

時価法 

② デリバティブ 

同左 

② デリバティブ 

同左 

 ③ たな卸資産 

イ 商品 

車両  個別法による原価法 

③ たな卸資産 

イ 商品 

車両 

同左 

③ たな卸資産 

イ 商品 

車両 

同左 

 その他 先入先出法による原

価法 

その他 

同左 

その他 

同左 

 ロ 貯蔵品 

 最終仕入原価法 

ロ 貯蔵品 

同左 

ロ 貯蔵品 

同左 

(2）重要な減価償却資産

の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

 定率法によっております。 

 ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（附属設備を除

く）については、定額法を採用し

ております。なお、耐用年数は以

下のとおりです。 

建物及び構築物 15～20年 

① 有形固定資産 

同左 

① 有形固定資産 

 定率法によっております。 

 ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（附属設備を除く）に

ついては、定額法を採用しておりま

す。なお、耐用年数は以下のとおり

です。 

建物及び構築物 15～20年 

車輌運搬具   ２～６年 

 ② 無形固定資産 

 定額法によっております。ただ

し、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法によっ

ております。 

② 無形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

同左 

 ③ 長期前払費用 

 定額法によっております。 

③ 長期前払費用 

同左 

③ 長期前払費用 

同左 

(3）重要な繰延資産の処

理方法 

新株発行費 

 支出時に全額費用処理しておりま

す。 

株式交付費 

支出時に全額費用処理しておりま

す。  

新株発行費 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

(4）重要な引当金の計上

基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を

計上しております。 

① 貸倒引当金 

同左 

① 貸倒引当金 

同左 

 ② 賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えるた

め、支給見込額に基づき計上して

おります。 

② 賞与引当金 

同左 

② 賞与引当金 

同左 

(5）重要なリース取引の

処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められたもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

同左 同左 

(6）重要なヘッジ会計の

方法 

① ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっておりま

す。 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

  

① ヘッジ会計の方法 

同左 

  

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…借入金の利息 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  

 ③ ヘッジ方針 

 金利スワップ取引は借入金の変

動金利のリスクヘッジを目的とし

て行っており、対象債務の範囲内

でヘッジを行っております。 

③ ヘッジ方針 

同左 

  

  

  

  

③ ヘッジ方針 

同左 

  

  

  

  

 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ開始時から有効性判定時

点までの期間において、ヘッジ対

象とヘッジ手段の相場変動の累計

を比較し、両者の変動額等を基礎

にして判断しております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  

  

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  

  

(7）その他（中間）連結

財務諸表作成のため

の重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 

５ （中間）連結キャッシ

ュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

 手許現金、随時引出可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投資からなっ

ております。 

同左 同左 



会計処理の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

 ――――――  （固定資産の減損に係る会計基準）  

 当中間連結会計期間から「固定資産の減損

に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る

会計基準の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計

基準適用指針第６号）を適用しております。 

 これによる損益の影響はありません。 

―――――― 

 ――――――  （オートローン収益に係る会計処理） 

  従来、連結子会社である㈱ジー・ワンファ

イナンシャルサービスにおけるオートローン

収益に係る会計処理は、全額を契約期間にわ

たり収益計上する方法を採用しておりました

が、当中間連結会計期間から、未経過期間の

調達金利等に対応する収益を契約期間にわた

って計上し、それ以外の部分については、早

期完済・代位弁済により喪失することが見込

まれる収益を除いて、オートローン契約時に

一括して収益計上する方法に変更いたしまし

た。 

  この変更は、オートローン収益に対応する

費用が主としてオートローンの契約時に発生

すること、及びオートローン事業に関するデ

ータが蓄積してきたことに伴い、将来の早期

完済及び代位弁済の発生の可能性を合理的に

予測することが可能となったことから、より

経営実態を反映できると判断し行うものであ

ります。 

  あわせて、過年度に発生した契約について

も会計処理の統一をはかるため、平成18年２

月末現在のオートローン収益未経過残高のう

ち、未経過期間の調達金利等に対応する部分

及び早期完済・代位弁済により収益が喪失す

る部分を除いた残額を取崩し、特別利益に計

上いたしました。 

  この変更により、従来の方法によった場合

に比べ、売上高、売上総利益、営業利益、経

常利益が401百万円、税金等調整前中間純利

益は1,565百万円、それぞれ増加しておりま

す。 

―――――― 

 ―――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等） 

当中間連結会計期間から「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基

準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準等の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計

基準適用指針第８号）を適用しております。 

 なお、従来の「資本の部」の合計に相当す

る金額は16,381百万円であります。 

 中間連結財務諸表規則の改正により、当中

間連結会計期間における中間連結貸借対照表

の純資産の部については、改正後の中間連結

財務諸表規則により作成しております。 

―――――― 



表示方法の変更 

追加情報 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

──────  （中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前中間連結会計期間において金融事業を行っている連結子会社

（株）ジー・ワンファイナンシャルサービスで発生した「短期貸付金

の増減額」を投資活動によるキャッシュ・フローに表示しておりまし

たが、重要性が高くなったため、当中間連結会計期間においては、営

業活動によるキャッシュ・フローに「営業貸付金の増減額」として表

示しております。  

 この結果、従来と同一の方法を採用した場合と比べ、営業活動によ

るキャッシュ・フローが734百万円減少し、投資活動によるキャッシ

ュ・フローが734百万円増加しております。  

前中間連結会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

 (法人事業税における外形標準課税部分の損

益計算書上の表示方法) 

 実務対応報告第12号「法人事業税における

外形標準課税部分の損益計算書上の表示につ

いての実務上の取扱い」(企業会計基準委員

会 平成16年２月13日)が公表されたことに

伴い、当中間連結会計期間から同実務対応報

告に基づき、法人事業税の付加価値割及び資

本割については、販売費及び一般管理費に計

上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が58百万

円増加し、営業利益は58百万円減少し、経常

利益は58百万円減少し、税金等調整前中間純

利益は58百万円減少しております。 

―――――― 

  

(法人事業税における外形標準課税部分の損

益計算書上の表示方法) 

 実務対応報告第12号「法人事業税における

外形標準課税部分の損益計算書上の表示につ

いての実務上の取扱い」(企業会計基準委員

会 平成16年２月13日)が公表されたことに

伴い、当連結会計年度から同実務対応報告に

基づき、法人事業税の付加価値割及び資本割

については、販売費及び一般管理費に計上し

ております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が126百

万円増加し、営業利益は126百万円減少し、

経常利益は126百万円減少し、税金等調整前

当期純利益は126百万円減少しております。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年８月31日） 

前連結会計年度末 
（平成18年２月28日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

2,974百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

     3,411百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

     3,053百万円 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主な内訳は次

のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費の主な内訳は次

のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費の主な内訳は次

のとおりであります。 

広告宣伝費 2,975百万円 

業務委託料 857  

給料手当 4,151  

賞与 337  

貸倒引当金繰入額 ―  

賞与引当金繰入額 852  

減価償却費 890  

地代家賃 1,688  

広告宣伝費 2,309百万円

業務委託料 876  

給料手当 4,137  

賞与 235  

貸倒引当金繰入額 ―  

賞与引当金繰入額 886  

減価償却費 1,087  

地代家賃 2,138  

広告宣伝費 6,300百万円

業務委託料 1,839  

給料手当 8,178  

賞与 1,641  

貸倒引当金繰入額 13  

賞与引当金繰入額 546  

減価償却費 2,064  

地代家賃 3,540  

 ※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおり

であります。 

 ※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおり

であります。 

 ※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおり

であります。 

 ――――――  ―――――― 工具器具備品 3百万円

計 3  

※３ 固定資産除却損の内訳は次のとおりで

あります。 

※３ 固定資産除却損の内訳は次のとおりで

あります。 

※３ 固定資産除却損の内訳は次のとおりで

あります。 

建物及び構築物 143百万円 

車両運搬具 0  

工具器具備品  18  

計 162  

建物及び構築物 205百万円

車両運搬具 12  

工具器具備品  18  

ソフトウェア 40  

長期前払費用  5  

その他 8  

計 291  

建物及び構築物 699百万円

車両運搬具 0  

工具器具備品  50  

建設仮勘定 51  

ソフトウェア 80  

長期前払費用  0  

計 879  



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日） 

発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１ 自己株式の増加は取締役会決議に基づく取得（143千株）によるものであります。 

   ２ 自己株式の減少は新株予約権の行使（26千株）によるものであります。 

配当に関する事項  

配当金支払額 

基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
前連結会計年度末株式

数（千株） 

当中間連結会計期間増

加株式数（千株） 

当中間連結会計期間減

少株式数（千株） 

当中間連結会計期間末株

式数（千株） 

発行済株式     

普通株式 10,688 ― ― 10,688 

合計 10,688 ― ― 10,688 

自己株式     

普通株式 823 143 26 941 

合計 823 143 26 941 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

平成18年５月24日 

定時株主総会 
普通株式 818 83 平成18年２月28日 平成18年５月24日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 

（百万円） 
配当の原資 

１株当たり配当

額（円） 
基準日 効力発生日 

平成18年10月17日 

取締役会 
普通株式 789  利益剰余金 81 平成18年８月31日 平成18年11月14日 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

(1）現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

現金及び預金勘定 4,599 百万円 

現金及び現金同等物   4,599   

(1）現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

現金及び預金勘定    3,064 百万円

現金及び現金同等物    3,064   

(1）現金及び現金同等物の期末残高と連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との

関係 

現金及び預金勘定   3,374 百万円

現金及び現金同等物 3,374   



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

Ⅰ リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

Ⅰ リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

Ⅰ リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
（百万
円） 

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

中間期末
残高相当
額 
（百万円） 

建物及
び構築
物 

2 0 1 

工具器
具備品 

784 532 252 

ソフト
ウェア 

159 87 71 

計 946 620 326 

  

取得価
額相当
額 
（百万
円） 

減価償却
累計額相
当額 
（百万円）

中間期末
残高相当
額 
（百万円）

建物及
び構築
物 

3 1 2

工具器
具備品 

400 260 139

ソフト
ウェア 

62 27 35

計 466 289 177

取得価
額相当
額 
（百万
円） 

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

建物及
び構築
物 

3 0 2

工具器
具備品 

592 381 210

ソフト
ウェア 

93 45 47

計 689 428 260

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

一年内 188百万円 

一年超 167  

合計 356  

一年内 113百万円

一年超 73  

合計 187  

一年内 149百万円

一年超 130  

合計 280  

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

支払リース料 160百万円 

減価償却費相当額 149  

支払利息相当額 5  

支払リース料 90百万円

減価償却費相当額 85  

支払利息相当額 2  

支払リース料 306百万円

減価償却費相当額 287  

支払利息相当額 9  

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

 ――――――  ―――――― Ⅱ オペレーティング・リース 

  一年内 0百万円

一年超 ―  

合計 0  



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成17年８月31日） 

１ 時価のある有価証券 

 ２ 時価評価されていない主な有価証券 

区分 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

(1）満期保有目的の債券       

① 国債・地方債等 ― ― ― 

② 社債 100 99 0 

③ その他 ― ― ― 

計 100 99 0 

区分 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計

上額（百万円） 
差額（百万円） 

(2）その他有価証券       

① 株式 ― ― ― 

② 債券 ― ― ― 

③ その他 76 159 82 

計 76 159 82 

内容 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1) その他有価証券   

① 非上場株式 0 

② 公社債投資信託 ― 

③ その他 ― 

(2) 子会社株式 113 

計 113 



当中間連結会計期間末（平成18年８月31日） 

１ 時価のある有価証券 

 ２ 時価評価されていない主な有価証券 

区分 取得価額（百万円） 
中間連結貸借対照表計上
額（百万円） 

差額（百万円） 

その他有価証券       

① 株式 66 72 6 

② 債券 ― ― ― 

③ その他 7 14 7 

計 73 86 13 

内容 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1) その他有価証券   

① 非上場株式 ― 

② 公社債投資信託 ― 

③ その他 12 

(2) 子会社株式及び関連会社株式 108 

計 120 



前連結会計年度末（平成18年２月28日） 

  

１ 時価のある有価証券 

２ 時価評価されていない主な有価証券 

区分 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

(1）満期保有目的の債券       

① 国債・地方債等 ― ― ― 

② 社債 100 99 0 

③ その他 ― ― ― 

計 100 99 0 

区分 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

(2）その他有価証券       

① 株式 66 170 104 

② 債券 ― ― ― 

③ その他 7 16 9 

計 73 186 113 

内容 連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1) その他有価証券   

① 非上場株式（店頭売買株式を除く） ― 

② 公社債投資信託 ― 

③ その他 12 

(2) 子会社株式 103 

計 115 



（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（平成17年８月31日） 

該当事項はありません。  

当中間連結会計期間末（平成18年８月31日） 

当社グループが行っているデリバティブ取引は、すべてヘッジ会計を適用されているため記載の対象から除

いております。  

前連結会計年度末（平成18年２月28日） 

当社グループが行っているデリバティブ取引は、すべてヘッジ会計を適用されているため記載の対象から除

いております。 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成17年３月１日 至 平成17年８月31日） 

 （注）１ 事業区分の方法 

事業区分は、売上集計区分によっております。 

２ 各事業区分に属する主要な商品又は役務の名称 

３ 「消去又は全社」の項目に含めた金額及び主な内容 

  
中古車販売事
業（百万円） 

フランチャイ
ズ事業 
（百万円） 

計（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結（百万円）

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 82,567 4,215 86,783 ― 86,783 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
― ― ― ― ― 

計 82,567 4,215 86,783 ― 86,783 

営業費用 77,689 3,440 81,130 2,162 83,293 

営業利益 4,878 774 5,652 (2,162) 3,490 

事業区分 主要商品又は役務の名称 

中古車販売事業 当社直営店等における中古自動車の買い取り及び販売 

フランチャイズ事業 
フランチャイズ契約により生じるロイヤリティ及び研修等によ

る役務の提供並びに中古自動車の売買の仲介 

  前中間連結会計期間 主な内容 

消去又は全社の項目に含めた配賦

不能営業費用の金額 
2,162百万円 親会社の本社管理部門に係る費用 



当中間連結会計期間（自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日） 

 （注）１ 事業区分の方法 

事業区分は、売上集計区分によっております。なお、「その他の事業」については、「フランチャイズ事

業」に占めるその他の事業の重要性が高くなったため、前連結会計年度の下期より「その他の事業」に名称

を変更しております。 

２ 各事業区分に属する主要な商品又は役務の名称 

３ 「消去又は全社」の項目に含めた金額及び主な内容 

  
中古車販売事
業（百万円） 

その他の事業 
（百万円） 

計（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結（百万円）

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 83,652 4,347 87,999 ― 87,999 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
― ― ― ― ― 

計 83,652 4,347 87,999 ― 87,999 

営業費用 77,229 3,729 80,959 2,576 83,536 

営業利益 6,422 617 7,040 (2,576) 4,463 

事業区分 主要商品又は役務の名称 

中古車販売事業 当社直営店等における中古自動車の買い取り及び販売 

その他の事業 

フランチャイズ契約により生じるロイヤリティ及び研修等によ

る役務の提供並びに中古自動車の売買の仲介、金融事業等その

他における役務提供 

  当中間連結会計期間 主な内容 

消去又は全社の項目に含めた配賦

不能営業費用の金額 
2,576百万円 親会社の本社管理部門に係る費用 



前連結会計年度（自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日） 

 （注）１ 事業区分の方法 

事業区分は、売上集計区分によっております。なお、「その他の事業」については、「フランチャイズ事

業」に占めるその他の事業の重要性が高くなったため、当連結会計年度より「その他の事業」に名称を変更

しております。 

２ 各事業区分に属する主要な商品又は役務の名称 

３ 「消去又は全社」の項目に含めた金額及び主な内容 

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、本邦以外の国又は地域に所在する連

結子会社が存在しますが、全セグメントの売上高の合計に占める本邦の割合が90％を超えるため、所在地別セグ

メント情報の記載を省略しております。 

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度における海外売上高が、連結売上高の10％未満

のため、記載を省略しております。 

  
中古車販売事
業（百万円） 

その他の事業 
（百万円） 

計（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結（百万円）

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 173,648 9,001 182,649 ― 182,649 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
― ― ― ― ― 

計 173,648 9,001 182,649 ― 182,649 

営業費用 162,227 7,302 169,529 3,696 173,226 

営業利益 11,420 1,698 13,119 (3,696) 9,423 

事業区分 主要商品又は役務の名称 

中古車販売事業 当社直営店等における中古自動車の買い取り及び販売 

その他の事業 

フランチャイズ契約により生じるロイヤリティ及び研修等によ

る役務の提供並びに中古自動車の売買の仲介、金融事業等その

他における役務提供 

  前連結会計年度 主な内容 

消去又は全社の項目に含めた配賦

不能営業費用の金額 
3,696百万円 親会社の本社管理部門に係る費用 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

１株当たり純資産額 1,539円49銭

１株当たり中間純利益 163円07銭

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益 
161円08銭

１株当たり純資産額  1,680円60銭

１株当たり中間純利益    339円56銭

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益 
   337円56銭

１株当たり純資産額 1,623円01銭

１株当たり当期純利益    435円61銭

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益 
   431円10銭

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日)

当中間連結会計期間 
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日)

前連結会計年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日)

１株当たり中間（当期）純利益金額       

中間連結損益計算書上の中間（当

期）純利益金額（百万円） 
1,633 3,320 4,421 

普通株式に係る中間（当期）純利益

（百万円） 
1,633 3,320 4,347 

普通株主に帰属しない金額の主要な

内訳（百万円） 
      

利益処分による役員賞与金 ― ― 73 

普通株主に帰属しない金額 ― ― 73 

普通株式の期中平均株式数（千株） 10,017 9,778 9,979 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益 
      

中間（当期）純利益調整額（百万

円） 
― ― ― 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益の算定に用いられた普通

株式増加数の主要な内訳（千株） 

      

新株引受権 2 ― 1 

新株予約権 121 57 103 

普通株式増加数（千株） 124 57 104 

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり中間（当期）純

利益の算定に含まれなかった潜在株

式の概要 

新株予約権１種類(新株

予約権による潜在株式

の数22千株)  

新株予約権２種類(新株

予約権による潜在株式

の数57千株)  

新株予約権１種類(新株

予約権による潜在株式

の数21千株)  



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
（平成17年８月31日） 

当中間会計期間末 
（平成18年８月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                     

Ⅰ 流動資産                     

１ 現金及び預金   3,303     1,947     2,107     

２ 売掛金   4,612     4,773     7,235     

３ 有価証券   ―     ―     100     

４ たな卸資産   4,222     3,195     3,309     

５ 関係会社短期貸付金   ―     2,910     2,769     

６ 繰延税金資産   418     619     448     

７ その他   2,274     1,691     1,378     

８ 貸倒引当金   △58     △83     △98     

流動資産合計     14,773 48.7   15,054 42.6   17,249 48.3 

Ⅱ 固定資産                     

(1）有形固定資産 ※１                   

１ 建物及び構築物   5,749     7,487     6,805     

２ 工具器具備品   1,215     1,495     1,679     

３ 土地   327     327     327     

４ その他   203     166     409     

有形固定資産合計   7,495   24.7 9,475   26.8 9,221   25.8 

(2）無形固定資産                     

１ ソフトウェア   2,659     2,442     2,694     

２ その他   98     91     95     

無形固定資産合計   2,757   9.1 2,534   7.2 2,789   7.8 

(3）投資その他の資産                     

１ 投資有価証券   270     98     199     

２ 関係会社株式   ―     2,321     494     

３ 敷金・保証金   2,323     3,278     3,011     

４ 建設協力金   1,432     2,206     1,890     

５ 繰延税金資産   102     142     105     

６ その他   1,499     564     1,088     

７ 貸倒引当金   △313     △334     △352     

投資その他の資産合計   5,315   17.5 8,277   23.4 6,436   18.1 

固定資産合計     15,568 51.3   20,287 57.4   18,447 51.7 

資産合計     30,341 100.0   35,342 100.0   35,697 100.0 

                      

 



    
前中間会計期間末 
（平成17年８月31日） 

当中間会計期間末 
（平成18年８月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）                     

Ⅰ 流動負債                     

１ 買掛金   2,753     2,264     3,386     

２ 短期借入金   6,050     10,600     8,000     

３ 未払金   1,744     1,710     3,241     

４ 未払法人税等   1,446     1,943     1,815     

５ 前受金   382     276     335     

６ 預り金   686     512     451     

７ 賞与引当金   556     853     513     

８ その他   1,131     968     1,263     

流動負債合計     14,751 48.6   19,129 54.1   19,007 53.3 

Ⅱ 固定負債                     

１ 預り保証金   643     793     594     

固定負債合計     643 2.1   793 2.3   594 1.7 

負債合計     15,395 50.7   19,923 56.4   19,602 55.0 

（資本の部）                     

Ⅰ 資本金     4,157 13.7   ―     4,157 11.6 

Ⅱ 資本剰余金                     

１ 資本準備金   4,032     ―     4,032     

資本剰余金合計     4,032 13.3   ― ―   4,032 11.3 

Ⅲ 利益剰余金                     

１ 利益準備金   39     ―     39     

２ 中間（当期）未処分利益   13,636     ―     15,866     

利益剰余金合計     13,675 45.1   ― ―   15,905 44.5 

Ⅳ その他有価証券評価差額金     50 0.2   ― ―   67 0.2 

Ⅴ 自己株式     △6,969 △23.0   ― ―   △8,067 △22.6 

資本合計     14,946 49.3   ― ―   16,094 45.0 

負債・資本合計     30,341 100.0   ― ―   35,697 100.0 

（純資産の部）            

Ⅰ 株主資本                  

１ 資本金    ― ―  4,157 11.8  ― ― 

２ 資本剰余金            

(1）資本準備金   ―   4,032   ―   

資本剰余金合計    ― ―  4,032 11.4  ― ― 

３ 利益剰余金            

(1）利益準備金   ―   39   ―   

(2）その他利益剰余金   ―   17,055       

繰越利益剰余金   ―   17,055   ―   

利益剰余金合計    ― ―  17,095 48.3  ― ― 

４ 自己株式    ― ―  △9,873 △27.9  ― ― 

株主資本合計    ― ―  15,411 43.6  ― ― 

Ⅱ 評価・換算差額等                  

１ その他有価証券評価差額金    ― ―  7 0.0  ― ― 

評価・換算差額等合計    ― ―  7 0.0  ― ― 

純資産合計    ― ―  15,419 43.6  ― ― 

負債純資産合計    ― ―  35,342 100.0  ― ― 

                      



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     80,486 100.0 80,061 100.0   169,735 100.0 

Ⅱ 売上原価     60,356 75.0 60,677 75.8   126,850 74.7

売上総利益     20,129 25.0 19,383 24.2   42,884 25.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※３    16,332 20.3 15,108 18.9   32,740 19.3

営業利益     3,797 4.7 4,274 5.3   10,143 6.0

Ⅳ 営業外収益 ※１   43 0.0 54 0.1   68 0.0

Ⅴ 営業外費用 ※２   20 0.0 56 0.1   77 0.0

経常利益     3,819 4.7 4,273 5.3   10,135 6.0

Ⅵ 特別利益     58 0.0 34 0.0   54 0.0

Ⅶ 特別損失     281 0.3 291 0.3   1,000 0.6

税引前中間（当期）
純利益 

    3,597 4.4 4,016 5.0   9,189 5.4

法人税、住民税及
び事業税 

  1,419   1,909 3,820   

法人税等調整額   92 1,512 1.8 △166 1,743 2.2 47 3,868 2.3

中間（当期）純利益     2,085 2.6 2,272 2.8   5,320 3.1

前期繰越利益     11,718 ―   11,718 

中間配当額     ― ―   785 

自己株式処分差損     167 ―   387 

中間（当期）未処
分利益 

    13,636 ―   15,866 

            



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自平成18年３月１日 至平成18年８月31日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本合計
資本準備金 

資本 

剰余金 

合計 

利益準備金 

その他利益剰

余金 利益剰余金

合計 繰越利益剰余

金 

 平成18年２月28日 残高   (百万円) 4,157 4,032 4,032 39 15,866 15,905 △8,067 16,027 

 中間会計期間変動額         

 剰余金の配当     △818 △818  △818 

 利益処分による役員賞与     △73 △73  △73 

 中間純利益     2,272 2,272  2,272 

 自己株式の取得       △2,079 △2,079 

 自己株式の処分     △190 △190 273 83 

 株主資本以外の項目の中間会計期

間中の変動額 
― ― ― ― ― ― ― ― 

 中間会計期間中の変動額合計  

               (百万円) 
― ― ― ― 1,189 1,189 △1,805 △616 

 平成18年８月31日 残高   (百万円) 4,157 4,032 4,032 39 17,055 17,095 △9,873 15,411 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価証券評価

差額金 

評価・換算 

差額等合計 

 平成18年２月28日 残高  (百万円) 67 67 16,094 

 中間会計期間変動額    

 剰余金の配当   △818 

 利益処分による役員賞与   △73 

 中間純利益   2,272 

 自己株式の取得   △2,079 

 自己株式の処分   83 

 株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額 
△59 △59 △59 

 中間会計期間中の変動額合計 

                       (百万円) 
△59 △59 △675 

 平成18年８月31日 残高 (百万円) 7 7 15,419 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

  

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

  

  

子会社株式 

移動平均法による原価法 

子会社株式 

同左 

子会社株式 

同左 

  

  

  

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格

等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価

は移動平均法により算

定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

  

  

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  

  

  

(2）たな卸資産 

商品 

車両   個別法による原価

法 

(2）たな卸資産 

商品 

車両 

同左 

(2）たな卸資産 

商品 

車両 

同左 

  その他 先入先出法による

原価法 

その他 

同左 

その他 

同左 

  

  

貯蔵品 

 最終仕入原価法 

貯蔵品 

同左 

貯蔵品 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

  

(1）有形固定資産 

 定率法によっております。 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（附属設備を

除く）については、定額法を採

用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりです。 

建物      15～20年 

  

(1）有形固定資産 

同左 

  

(1）有形固定資産 

 定率法によっております。 

 ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（附属設

備を除く）については、定額

法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりです。 

建物及び構築物 15～20年 

車輌運搬具   ２～６年 

  

  

(2）無形固定資産 

 定額法によっております。た

だし、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用

可能期間（５年）に基づく定額

法によっております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

  

  

(3）長期前払費用 

 定額法によっております。 

(3）長期前払費用 

同左 

(3）長期前払費用 

同左 

３ 繰延資産の処理方法 

  

新株発行費 

 支出時に全額費用処理しており

ます。 

株式交付費 

 支出時に全額費用処理してお

ります。 

新株発行費 

同左 

４ 引当金の計上基準 

  

(1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  

  

(2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備える

ため、支給見込額に基づき計上

しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

同左 

５ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

 



会計処理の変更 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

６ その他（中間）財務諸表作成

のための基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方

式によっております。 

 なお、仮払消費税等と仮受消費

税等は相殺の上、流動負債の「そ

の他」に含めて表示しておりま

す。 

消費税等の会計処理 

同左 

(1）消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税

抜方式によっております。 

  

  

前中間会計期間 

（自 平成17年３月１日 

至 平成17年８月31日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年３月１日 

至 平成18年８月31日） 

前事業年度 

（自 平成17年３月１日 

至 平成18年２月28日） 

―――――― 

  

  

  

（固定資産の減損に係る会計基準）  

 当中間会計期間から「固定資産の減損に係る

会計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 

平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第６

号）を適用しております。 

 これによる損益の影響はありません。 

 ―――――― 

  

―――――― 

  

  

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等） 

 当中間会計期間から「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委

員会 平成17年12月９日 企業会計基準第５

号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委

員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指

針第８号）を適用しております。 

 なお、従来の「資本の部」の合計に相当する

金額は15,419百万円であります。 

 中間財務諸表等規則の改正により、当中間会

計期間における中間貸借対照表の純資産の部に

ついては、改正後の中間財務諸表等規則により

作成しております。 

 ―――――― 

  



表示方法の変更 

追加情報 

前中間会計期間 

（自 平成17年３月１日 

至 平成17年８月31日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年３月１日 

至 平成18年８月31日） 

 ―――――― （中間貸借対照表） 

  前中間会計期間において、流動資産の「その他」に含めて表示して

おりました「関係会社短期貸付金」及び投資その他の資産の「その

他」に含めて表示しておりました「関係会社株式」は、当中間会計期

間において、資産の総額の100分の５を超えたため区分掲記しており

ます。 

 なお、前中間会計期間末の「関係会社短期貸付金」は100百万円あ

り、「関係会社株式」は485百万円であります。 

前中間会計期間 

（自 平成17年３月１日 

至 平成17年８月31日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年３月１日 

至 平成18年８月31日） 

前事業年度 

（自 平成17年３月１日 

至 平成18年２月28日） 

 (法人事業税における外形標準課税部分の

損益計算書上の表示方法) 

 実務対応報告第12号「法人事業税における

外形標準課税部分の損益計算書上の表示につ

いての実務上の取扱い」(企業会計基準委員

会 平成16年２月13日)が公表されたことに

伴い、当中間期から同実務対応報告に基づ

き、法人事業税の付加価値割及び資本割につ

いては、販売費及び一般管理費に計上してお

ります。 

 この結果、販売費及び一般管理費が56百万

円増加し、営業利益は56百万円減少し、経常

利益は56百万円減少し、税引前中間純利益は

56百万円減少しております。 

―――――― (法人事業税における外形標準課税部分の

損益計算書上の表示方法)  

 実務対応報告第12号「法人事業税におけ

る外形標準課税部分の損益計算書上の表示

についての実務上の取扱い」(企業会計基準

委員会 平成16年２月13日)が公表されたこ

とに伴い、当事業年度から同実務対応報告

に基づき、法人事業税の付加価値割及び資

本割については、販売費及び一般管理費に

計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が122百

万円増加し、営業利益は122百万円減少し、

経常利益は122百万円減少し、税引前当期純

利益は122百万円減少しております。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１ 自己株式の増加は取締役会決議に基づく取得（143千株）によるものであります。 

   ２ 自己株式の減少は新株予約権の行使（26千株）によるものであります。 

前中間会計期間末 
（平成17年８月31日） 

当中間会計期間末 
（平成18年８月31日） 

前事業年度末 
（平成18年２月28日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

2,958百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

     3,387百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

     3,031百万円 

前中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 8百万円 受取利息 5百万円 受取利息  13百万円

※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 5百万円 支払利息 16百万円 支払利息  14百万円

※３ 減価償却実施額 ※３ 減価償却実施額 ※３ 減価償却実施額 

有形固定資産 522百万円

無形固定資産 342百万円

有形固定資産    672百万円

無形固定資産    391百万円

有形固定資産    1,232百万円

無形固定資産    770百万円

 
前事業年度末株式数 

（千株） 

当中間会計期間 

増加株式数（千株） 

当中間会計期間 

減少株式数（千株） 

当中間会計期間末株式数

（千株） 

普通株式 823 143 26 941 

合計 823 143 26 941 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

Ⅰ リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

Ⅰ リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

Ⅰ リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
（百万
円） 

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

中間期末
残高相当
額 
（百万円） 

工具器
具備品 

762 526 235 

ソフト
ウェア 

87 71 16 

計 849 596 254 

  

取得価
額相当
額 
（百万
円） 

減価償却
累計額相
当額 
（百万円）

中間期末
残高相当
額 
（百万円）

工具器
具備品 

361 245 115

ソフト
ウェア 

14 6 7

計 375 251 123

取得価
額相当
額 
（百万
円） 

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

工具器
具備品 

551 367 183

ソフト
ウェア 

25 15 9

計 576 383 193

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

一年内 163百万円 

一年超 103  

合計 267  

一年内 92百万円

一年超 40  

合計 132  

一年内 125百万円

一年超 80  

合計 205  

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

支払リース料 147百万円 

減価償却費相当額 137  

支払利息相当額 4  

支払リース料 74百万円

減価償却費相当額 69  

支払利息相当額 1  

支払リース料 271百万円

減価償却費相当額 252  

支払利息相当額 7  

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

 ――――――  ―――――― Ⅱ オペレーティング・リース 

  一年内 0百万円

一年超 ―  

合計 0  



（有価証券関係） 

（前中間会計期間末） 

 子会社株式で時価のあるもの 

（当中間会計期間末） 

 子会社株式で時価のあるもの 

（前事業年度末） 

 子会社株式で時価のあるもの 

 
中間貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

子会社株式 53 4,137 4,084 

関連会社株式 ― ― ― 

合計 53 4,137 4,084 

 
中間貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

子会社株式 53 1,424 1,371 

関連会社株式 ― ― ― 

合計 53 1,424 1,371 

 
貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

子会社株式 53 2,028 1,975 

関連会社株式 ― ― ― 

合計 53 2,028 1,975 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

前中間会計期間 

（自 平成17年３月１日 

至 平成17年８月31日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年３月１日 

至 平成18年８月31日） 

前事業年度 

（自 平成17年３月１日 

至 平成18年２月28日） 

１株当たり純資産額 1,502円82銭

１株当たり中間純利益 208円14銭

潜在株式調整後１株当たり

中間純利益 
205円60銭

１株当たり純資産額  1,581円83銭

１株当たり中間純利益    232円40銭

潜在株式調整後１株当たり

中間純利益 
   231円03銭

１株当たり純資産額 1,631円46銭

１株当たり当期純利益    525円75銭

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益 
   520円30銭

項目 

前中間会計期間 

(自 平成17年３月１日 

至 平成17年８月31日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年３月１日 

至 平成18年８月31日) 

前事業年度 

(自 平成17年３月１日 

至 平成18年２月28日) 

１株当たり中間（当期）純利益金額       

中間損益計算書上の中間（当期）純利益金額

（百万円） 
2,085 2,272 5,320 

普通株式に係る中間（当期）純利益（百万

円） 
2,085 2,272 5,246 

普通株主に帰属しない金額（百万円）       

利益処分による役員賞与金 ― ― 73 

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ― 73 

普通株式の期中平均株式数（千株） 10,017 9,778 9,979 

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益       

中間（当期）純利益調整額（百万円） ― ― ― 

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利

益の算定に用いられた普通株式増加数の主要

な内訳（千株） 

      

新株引受権 2 ― 1 

新株予約権 121 57 103 

普通株式増加数（千株） 124 57 104 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）純利益の算定に含まれなかっ

た潜在株式の概要 

新株予約権１種類(新株予約

権による潜在株式の数22千

株)  

新株予約権２種類(新株予約

権による潜在株式の数57千

株)  

新株予約権１種類(新株予約

権による潜在株式の数21千

株)  



(2）【その他】 

平成18年10月17日開催の取締役会において、当中間配当に関し、次のとおり決議致しました。 

 （注） 平成18年８月31日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主に対して支払いを行います。 

中間配当による配当金の総額 789百万円

１株当たりの金額 81円00銭

支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成18年11月14日



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  
自己株券買付状況

報告書 

  

  

  

  
  

平成18年３月14日 

関東財務局長に提出。 
  

  
自己株券買付状況

報告書 

  

  

  

  
  

平成18年４月17日 

関東財務局長に提出。 
  

  臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19

条第２項第９号(代表取締役の異動)の規

定に基づくもの 

  
平成18年５月１日 

関東財務局長に提出。 
  

  
自己株券買付状況

報告書 

  

  

  

  
  

平成18年５月15日 

関東財務局長に提出。 
  

  
有価証券報告書 

及びその添付書類 

事業年度 

（第12期） 

自 平成17年３月１日 

至 平成18年２月28日 
  

平成18年５月25日 

関東財務局長に提出。 
  

  
自己株券買付状況

報告書 

  

  

  

  
  

平成18年６月15日 

関東財務局長に提出。 
  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

株式会社 ガリバーインターナショナル     

  取 締 役 会  御中   

    平成17年11月24日

  優 成 監 査 法 人   

  
代 表 社 員

業務執行社員
  公認会計士 須永 真樹  ㊞ 

  業務執行社員   公認会計士 本間 洋一  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社

ガリバーインターナショナルの平成17年3月1日から平成18年2月28日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成17年3

月1日から平成17年8月31日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間

連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社ガリバーインターナショナル及び連結子会社の平成17年8月31日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する中間連結会計期間(平成17年3月1日から平成17年8月31日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関

する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の中間監査報告書 

株式会社 ガリバーインターナショナル     

  取 締 役 会  御中   

    平成18年11月27日

  優 成 監 査 法 人   

  
代 表 社 員

業務執行社員
  公認会計士 須永 真樹  ㊞ 

  業務執行社員   公認会計士 本間 洋一  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ガリバーインターナショナルの平成１８年３月１日から平成１９年２月２８日までの連結会計年度の中間連結会計期間

（平成１８年３月１日から平成１８年８月３１日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間

連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。こ

の中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社ガリバーインターナショナル及び連結子会社の平成１８年８月３１日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する中間連結会計期間（平成１８年３月１日から平成１８年８月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報  

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当中間連結会計期間から連結子

会社である株式会社ジー・ワンファイナンシャルサービスにおけるオートローン収益に係る会計処理を、全額を契約期間

にわたり収益計上する方法から、未経過期間の調達金利等に対応する収益を契約期間にわたって計上し、それ以外の部分

については、早期完済・代位弁済により喪失することが見込まれる収益を除いて、オートローン契約時に一括して収益計

上する方法に変更している。  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の中間監査報告書 

株式会社 ガリバーインターナショナル     

  取 締 役 会  御中   

    平成17年11月24日

  優 成 監 査 法 人   

  
代 表 社 員

業務執行社員
  公認会計士 須永 真樹  ㊞ 

  業務執行社員   公認会計士 本間 洋一  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社

ガリバーインターナショナルの平成17年3月1日から平成18年2月28日までの第12期事業年度の中間会計期間(平成17年3月1

日から平成17年8月31日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行

った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ガリバーインターナショナルの平成17年8月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平

成17年3月1日から平成17年8月31日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の中間監査報告書 

株式会社 ガリバーインターナショナル     

  取 締 役 会  御中   

    平成18年11月27日

  優 成 監 査 法 人   

  
代 表 社 員

業務執行社員
  公認会計士 須永 真樹  ㊞ 

  業務執行社員   公認会計士 本間 洋一  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ガリバーインターナショナルの平成１８年３月１日から平成１９年２月２８日までの第１３期事業年度の中間会計期間

（平成１８年３月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算

書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ガリバーインターナショナルの平成１８年８月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期

間（平成１８年３月１日から平成１８年８月３１日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 
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